
 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２９年度 

 

第１回桑名市入札監視委員会審議資料 



 

平成 29 年度建設工事及び測量・建設コンサルタント等業務における 

入札・契約制度の変更等について 
 

 

１ 緊急経済対策の延長について 

地域経済の活性化および雇用の促進を積極的に推進するため、前年度に引き続き、緊急経

済対策として、市内優先発注を平成３０年３月３１日まで１年間延長します。 

※予定価格１億５千万円未満の建設工事に限ります。 

※競争性が確保できない場合は、地域要件を拡大することがあります。 

 

２ 最低制限価格算出に係る「基準価格」及び 

低入札価格調査制度に係る「調査基準価格」の算出式について 

    平成２９年４月１日より、建設工事及び測量・コンサルタント等業務におきまして、最低

制限価格の基準価格及び低入札価格調査制度の調査基準価格の算出式を別紙のとおり変

更します。また端数処理につきましても変更しますので、詳しくは別紙をご確認ください。 

 

３ スクラップ評価額の取り扱いについて 

    設計内訳書において、一般管理費等の直下に「スクラップ評価額」の計上のある場合は、

下記の積算体系及び運用とします。ただし、個別案件につき、公告に別の運用の提示があ

る場合は、それによるものとします。 

 

（１）「スクラップ評価額」は、従来直接工事費からマイナス計上していたものを、工事原価

算定後に計上しております。 

  入札時に提出する内訳書においては、一般管理費等の直後の「スクラップ評価額」の項

に、相当額をマイナス計上してください。 

 

（２）「桑名市変動型最低制限価格制度試行要綱」における「最低制限価格の基準となる価格

（基準価格）」の算定については、「スクラップ評価額」は、別表に定める「直接工事費」

に含むものとします。 

 

    直接工事費 ＝ 「設計内訳表の直接工事費計」 ＋ 「スクラップ評価額」 

 

（３）「桑名市低入札価格調査試行要綱」における「低入札価格調査を行う場合の基準となる

価格（調査基準価格）」及び「失格基準価格」の算定については、「スクラップ評価額」

は、別表第 1 及び別表第 2 に定める「直接工事費」に含むものとします。 

 

    直接工事費 ＝ 「設計内訳表の直接工事費計」 ＋ 「スクラップ評価額」 
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は、別表第 1 及び別表第 2 に定める「直接工事費」に含むものとします。 

 

    直接工事費 ＝ 「設計内訳表の直接工事費計」 ＋ 「スクラップ評価額」 

 

 

 

※ これらの変更等については、平成２９年４月１日以降の公告から適用します。 
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別紙 

●算定方法 

 

  【改正前】 

(1) 算出式から得られた価格を基準価格(税抜き)とします。この場合において、基準価格は予定価

格(税抜き)の10分の９から10分の７までの範囲内とし、10分の９を超えるときは10分の９、10分

の７を下回るときは10分の７とします。（当該価格に千円未満の端数があるときは、当該端数を切

捨てて得た価格とします。ただし、予定価格の10分の７を下回るときは、当該端数を切上げて得

た価格とします。） 

(2) 基準価格以上の価格であって予定価格の範囲内での入札者数に10分の６を乗じて得た数（当該

数に１未満の端数があるときは、当該端数を四捨五入した数）を最低制限価格算出対象入札者数

とし、それらの入札価格(税抜き)を平均して得た価格（当該価格に千円未満の端数があるときは、

当該端数を切捨てて得た額）をもって最低制限価格(税抜き)とします。ただし、最低制限価格が

予定価格の10分の９を超えるときは10分の９（当該価格に千円未満の端数があるときは、当該端

数を切捨てて得た額）とします。 

(3) 最低制限価格算出対象入札者数が５に満たない場合は基準価格をもって最低制限価格とします。 

 

 

【改正後】 

(1) 算出式から得られた価格を基準価格(税抜き)とします。この場合において、基準価格は予定価

格(税抜き)の10分の９から10分の７までの範囲内とし、10分の９を超えるときは10分の９、10分

の７を下回るときは10分の７とします。（当該価格に一万円未満の端数があるときは、当該端数を

切捨てて得た価格とします。ただし、予定価格の10分の７を下回るときは、当該端数を切上げて

得た価格とします。） 

(2) 基準価格以上の価格であって予定価格の範囲内での入札者数に10分の６を乗じて得た数（当該

数に１未満の端数があるときは、当該端数を四捨五入した数）を最低制限価格算出対象入札者数

とし、それらの入札価格(税抜き)を平均して得た価格（当該価格に一万円未満の端数があるとき

は、当該端数を切捨てて得た額）をもって最低制限価格(税抜き)とします。ただし、最低制限価

格が予定価格の10分の９を超えるときは10分の９（当該価格に一万円未満の端数があるときは、

当該端数を切捨てて得た額）とします。 

(3) 最低制限価格算出対象入札者数が５に満たない場合は基準価格をもって最低制限価格とします。 
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●算出式 

〔建設工事〕 

【改正前】                               （税抜き） 

（注）複数の諸経費体系で構成された工事等を発注する場合は、各々の諸経費体系毎に算出した価格に 

千円未満の端数処理(切捨て)を行い、合算した価格を基準価格とします。 

 

【改正後】                               （税抜き） 

（注）複数の諸経費体系で構成された工事等を発注する場合は、各々の諸経費体系毎に算出した価格に 

一万円未満の端数処理(切捨て)を行い、合算した価格を基準価格とします。 

【一般土木工事】 

直接工事費×0.95＋共通仮設費×0.9＋現場管理費×0.8＋一般管理費×0.3 

【建築工事等（建築工事に付随する設備工事、解体工事を含む。）】 

直接工事費×0.9×0.95＋共通仮設費×0.9＋(直接工事費×0.1＋現場管理費)×0.8＋一般管理費×0.3 

【鋼橋製作・架設工】 

直接工事費×0.95＋(間接労務費＋共通仮設費)×0.9＋(工場管理費＋現場管理費)×0.8 
＋一般管理費×0.3 

【機械設備製作・据付工（下水機械設備工事を除く。）】 

(直接製作費＋直接工事費)×0.95＋(間接労務費＋共通仮設費)×0.9 
＋(工場管理費＋設計技術費＋現場管理費＋据付間接費)×0.8＋一般管理費×0.3 

【電気・通信設備工事（下水電気・通信設備工事を除く。）】 

機器単体費×0.85＋直接工事費×0.95＋共通仮設費×0.9＋(現場管理費＋機器間接費)×0.8 
＋一般管理費×0.3 

【下水機械設備工事及び下水電気・通信設備工事】 

機器費×0.85＋直接工事費×0.95＋共通仮設費×0.9 
＋(設計技術費＋現場管理費＋据付間接費)×0.8＋一般管理費×0.3 

※ 直接工事費の対象は、輸送費、材料費、労務費、複合工費、直接経費、仮設費とする。 

【一般土木工事】 

直接工事費×0.95＋共通仮設費×0.95＋現場管理費×0.9＋一般管理費×0.65 

【建築工事等（建築工事に付随する設備工事、解体工事を含む。）】 

直接工事費×0.9×0.95＋共通仮設費×0.95＋(直接工事費×0.1＋現場管理費)×0.9＋一般管理費×0.65 

【鋼橋製作・架設工】 

直接工事費×0.95＋(間接労務費＋共通仮設費)×0.95＋(工場管理費＋現場管理費)×0.9 
＋一般管理費×0.65 

【機械設備製作・据付工（下水機械設備工事を除く。）】 

(直接製作費＋直接工事費)×0.95＋(間接労務費＋共通仮設費)×0.95 
＋(工場管理費＋設計技術費＋現場管理費＋据付間接費)×0.9＋一般管理費×0.65 

【電気・通信設備工事（下水電気・通信設備工事を除く。）】 

機器単体費×0.875＋直接工事費×0.95＋共通仮設費×0.95＋(現場管理費＋機器間接費)×0.9 
＋一般管理費×0.65 

【下水機械設備工事及び下水電気・通信設備工事】 

機器費×0.875＋直接工事費×0.95＋共通仮設費×0.95 
＋(設計技術費＋現場管理費＋据付間接費)×0.9＋一般管理費×0.65 

※ 直接工事費の対象は、輸送費、材料費、労務費、複合工費、直接経費、仮設費とする。 
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 〔測量・コンサルタント等業務〕 

【改正前】                               （税抜き） 

（注）複数の諸経費体系で構成された工事等を発注する場合は、各々の諸経費体系毎に算出した価格に 

千円未満の端数処理(切捨て)を行い、合算した価格を基準価格とします。 

 

 

 

【改正後】                               （税抜き） 

（注）複数の諸経費体系で構成された工事等を発注する場合は、各々の諸経費体系毎に算出した価格に 

一万円未満の端数処理(切捨て)を行い、合算した価格を基準価格とします。 

 

 

測量業務 
直接測量費＋諸経費×0.5   

    ※ 諸経費＝間接測量費＋一般管理費等 

建築関係コンサルタント業務 

建設コンサルタント業務 

補償コンサルタント業務 

○ 積算に技術経費の項目を計上する場合 

直接業務費＋諸経費×0.5＋技術経費 

※ 諸経費＝業務管理費＋一般管理費等 

○ 積算に技術経費の項目を計上しない場合 

直接原価＋その他原価＋一般管理費等×0.3 

地質調査業務 

純調査費＋諸経費×0.3＋解析等調査業務費×0.7 

※ 純調査費＝直接調査費＋間接調査費 

       諸経費 ＝業務管理費＋一般管理費等 

測量業務 
直接測量費＋諸経費×0.55   

    ※ 諸経費＝間接測量費＋一般管理費等 

建築関係コンサルタント業務 

建設コンサルタント業務 

補償コンサルタント業務 

○ 積算に技術経費の項目を計上する場合 

直接業務費＋諸経費×0.55＋技術経費 

※ 諸経費＝業務管理費＋一般管理費等 

○ 積算に技術経費の項目を計上しない場合 

直接原価＋その他原価＋一般管理費等×0.45 

地質調査業務 

純調査費＋諸経費×0.45＋解析等調査業務費×0.8 

※ 純調査費＝直接調査費＋間接調査費 

       諸経費 ＝業務管理費＋一般管理費等 
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区

錦
一

丁
目

１
０

番
１

号
開

成
工

業
㈱

瀧
上

工
業

株
式

会
社

　
営

業
本

部
一

丁
目

１
番

４
号

株
式

会
社

富
士

通
ゼ

ネ
ラ

ル
　

中
部

情
報

沖
電

気
工

業
株

式
会

社
　

中
部

支
社

富
士

通
株

式
会

社
　

東
海

支
社

代
表
取

締
役

　
鬼

塚
善

嗣
取

締
役

執
行

役
員

　
営

業
本

部
長

鉄
建

建
設

株
式

会
社

　
名

古
屋

支
店

通
信

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

営
業

部
支

社
長

　
若

旅
　

健
司

支
社

長
　

野
村

　
研

丸
山

　
誠

喜
執

行
役

員
支

店
長

　
山
本

孝
栄

部
長

　
新

田
　

洋
司

④
名

古
屋

市
中

区
丸

の
内

3
－

2
1
－

2
5

津
市

羽
所

町
7
0
0
　

ア
ス

ト
津

1
2
階

愛
知

県
名

古
屋

市
中

区
栄

２
－

４
－

１
②

名
古

屋
市

中
区

錦
1
－

1
7
－

1
清

風
ビ

ル
３

F
富

士
通

株
式

会
社

　
三

重
支

店
川

田
工

業
㈱

名
古

屋
営

業
所

日
本

電
気

株
式

会
社

　
東

海
支

社
日

本
無

線
株

式
会

社
　

中
部

支
社

支
店

長
　

三
重

支
店

所
長

　
鈴

木
英

二
支

社
長

　
中

村
　

寿
文

支
社

長
　

不
老

　
康

美
名

古
屋

市
中

区
錦

１
－

１
７

ー
１

　
三

重
県

津
市

栄
町

2
－

3
1
2

⑤
名

古
屋

市
中

区
錦

三
丁

目
2
0
番

2
7
号

日
本

電
気

株
式

会
社

　
東

海
支

社
日

本
電

気
株

式
会

社
　

三
重

支
店

株
式

会
社

日
立

国
際

電
気

　
中

部
支

社
支

社
長

　
中

村
　

寿
文

支
店

長
　

若
山

　
聡

支
社

長
　

京
地

　
利

行
津

市
栄

町
２

－
３

１
２

日
本

電
気

株
式

会
社

　
三

重
支

店
支

店
長

　
若

山
　

聡

備
　

　
　

考
平

成
2
8
年

1
2
月

6
日

付
、

三
重

県
県

土
整

備
部

長
か

ら
の

資
料

に
よ

り
措

置
。

平
成

2
8
年

1
2
月

1
3
日

付
、

三
重

県
県

土
整

備
部

長
か

ら
の

資
料

に
よ

り
措

置
。

平
成

2
9
年

2
月

1
6
日

付
、
三

重
県

県
土

整
備

部
長

か
ら

の
資

料
に

よ
り
措

置
。

平
成

2
9
年

2
月

2
3
日

付
、

三
重

県
県

土
整

備
部

長
か

ら
の

資
料

に
よ

り
措

置
。

指
名

停
止

期
間

２
４
ヶ

月
(
H
2
9
.
1
.
1
8
～

H
3
1
.
1
.
1
7
)

２
ヶ

月
(
H
2
9
.
1
.
1
8
～

H
2
9
.
3
.
1
7
)

※
瀧

上
工

業
に

つ
い

て
は

6
条

2
項

(
1
)
加

重
適

用
に

よ
り

４
カ

月
(
H
2
9
.
1
.
1
8
～

H
2
9
.
5
.
1
7
)

1
ヶ

月
(
H
2
9
.
2
.
16
～

H
2
9
.
3
.
1
5
)

２
４

ヶ
月

(
H
2
9
.
3
.
9
～

H
3
1
.
3
.
8
)

平
成

2
9
年

2
月

8
日

付
、

三
重

県
県

土
整

備
部

長
か

ら
の

資
料

に
よ

り
措

置
。

1
2
ヶ

月
(
H
2
9
.
2
.
2
5
～

H
3
0
.
2
.
2
4
)

2
4
ヶ

月
(
H
2
9
.
2
.
2
5
～

H
3
1
.
2
.
2
4
)

平
成

2
9
年

2
月

2
5
日

独
占

禁
止

法
第

３
条

違
反

指
名

停
止

の
理

由

　
公

正
取

引
委

員
会

は
、

消
防

救
急

デ
ジ

タ
ル

無
線

機
器

の
製

造
販

売
業

者
が

、
独

占
禁

止
法

第
３

条
の

規
定

に
違

反
す

る
行

為
を

行
っ

て
い

た
こ

と
を

、
平

成
29

年
２

月
２

日
に

発
表

し
た

。
　

同
法

第
３

条
に

違
反

し
た

こ
と

は
、

三
重

県
建

設
工

事
等

資
格

（
指

名
）

停
止

措
置

要
領

別
表

第
２

第
２

号
に

該
当

す
る

。

桑
名

市
請

負
工

事
入

札
参

加
者

指
名

停
止

基
準

別
表

第
２

第
２

号
(
独

占
禁

止
法

違
反

)
に

該
当

指
名

停
止

業
者

6



指
名

停
止

状
況

一
覧
（

平
成

2
9
年

1
月

～
3
月

）
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　

年
 
月

 
日

平
成

2
9
年

3
月

2
5
日

平
成

2
9
年

3
月

3
0
日

事
　

件
　

名
建

設
業

法
違

反
不

正
又

は
不

誠
実

な
行

為

 
株
式

会
社

栗
田

機
械

製
作

所
は

、
泉

北
環

境
整
備

施
設

組
合

が
発

注
し

た
工

事
に

お
い

て
、
建

設
業

法
第

２
４

条
の

７
第

１
項

に
規

定
す
る

施
工

体
制

台
帳

及
び

第
４

項
に

規
定

す
る
施

工
体

系
図

を
作

成
し

て
い

な
か

っ
た

。
こ

の
こ

と
が

、
同

法
第

２
８

条
第

１
項

第
２

号
に
該

当
す

る
と

認
め

ら
れ

る
と

し
て

、
平

成
２
９

年
２

月
２

０
日

に
大

阪
府

知
事

か
ら

同
法
同

条
第

３
項

の
規

定
に

基
づ

く
監

督
処

分
（
営

業
停

止
命

令
７

日
間

）
を

受
け

た
。

建
設
業

法
第

２
８

条
第

１
項

第
２

号
に

該
当

す
る
と

認
め

ら
れ

る
と

し
て

、
監

督
処

分
を

受
け
た

こ
と

は
、

三
重

県
建

設
工

事
等

資
格

（
指
名

）
停

止
措

置
要

領
別

表
第

２
第

４
号

に
該
当

す
る

。

　
公

益
社

団
法

人
桑

名
市

シ
ル

バ
ー

人
材

セ
ン

タ
ー

は
、

平
成

2
8
年

4
月

1
日

に
契

約
締

結
し

た
「

放
置

自
転

車
等

保
管

所
管

理
業

務
委

託
」

に
お

い
て

、
派

遣
職

員
の

1
人

が
保

管
自

転
車

を
持

ち
帰

っ
て

い
た

こ
と

が
判

明
し

た
。

　
桑

名
市

請
負

工
事

入
札

参
加

資
格

者
指

名
停

止
基

準
別

表
第

2
第

7
号

（
不

正
ま

た
は

不
誠

実
な

行
為

）
に

該
当

。

桑
名

市
請

負
工

事
入

札
参

加
者

指
名

停
止

基
準

別
表

第
２

第
７

号
(
不

正
ま

た
は

不
誠

実
な

行
為

)
に

該
当

大
阪
府

大
阪

市
西

区
境

川
2
－

1
－

4
4

三
重

県
桑

名
市

吉
之

丸
1
1

株
式
会

社
栗

田
機

械
製

作
所

公
益

社
団

法
人

桑
名

市
シ

ル
バ

ー
人

材
セ

ン
タ

ー

代
表
取

締
役

　
栗

田
佳

直
理

事
長

　
伊

藤
新

吾

備
　

　
　

考
平

成
2
9
年

３
月

1
6
日

付
、

三
重

県
県

土
整

備
部

長
か

ら
の

資
料

に
よ

り
措

置
。

指
名

停
止

期
間

４
ケ

月
(
H
2
9
.
3
.
2
5
～

H
2
9
.
7
.
2
4
)

２
ケ

月
(
H
2
9
.
3
.
3
0
～

H
2
9
.
5
.
2
9
)

指
名

停
止

の
理

由

指
名

停
止

業
者

7



１． 〔 案 件 名 〕 小島地内排水路改修工事

〔入札方法〕

〔抽出理由〕

２． 〔 案 件 名 〕 福島城下幹線高塚町枝線汚水管路施設工事（その２）

〔入札方法〕

〔抽出理由〕

３． 〔 案 件 名 〕 (仮称)適応指導教室敷地地質調査業務委託

〔入札方法〕

〔抽出理由〕

【平成29年度第1回桑名市入札監視委員会　審議案件の抽出理由書】

事後審査型条件付一般競争入札

落札率が （ 高い ・ 低い ） ため

指名競争入札 随意契約

発注金額が高額であるため

応札業者の中で、（ 失格 ・ 無効 ・ 辞退 ） が多いため

応札業者の数が （ 多い ・ 少ない ） ため

事後審査型条件付一般競争入札

落札率が （ 高い ・ 低い ） ため

指名競争入札 随意契約

発注金額が高額であるため

応札業者の中で、（ 失格 ・ 無効 ・ 辞退 ） が多いため

その他（ ）

応札業者の数が （ 多い ・ 少ない ） ため

事後審査型条件付一般競争入札

落札率が （ 高い ・ 低い ） ため

指名競争入札 随意契約

発注金額が高額であるため

応札業者の中で、（ 失格 ・ 無効 ・ 辞退 ） が多いため

その他（ ）

応札業者の数が （ 多い ・ 少ない ） ため

総合評価

総合評価

総合評価

その他（ ）

8



工 事 名

予 算 額 2,600,000 設 計 額 2,043,360 工　　　期
平成29年1月31日から
平成29年3月24日まで

工 事 概 要

工　事　概　要　書

土木課

小島地内排水路改修工事

施工延長　L=108.5m
土工一式（床掘工46 ）
底張コンクリート工　L=34.8m（W=1300,t=100）
底張コンクリート工（人力）　L=73.7m（W=1300,t=100）

9
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13



桑名市長　伊藤　徳宇

工事担当課

(消費税及び地方消費税の額を含む)

　　　　　

　　特定

　　市内業者 　　準市内業者 　　県内業者 　　県外業者

市内業者 点以上 ６４９ 点以下

準市内業者 点以上 点以下

県内業者 点以上 点以下

県外業者 点以上 点以下

　　現場代理人

　　主任技術者 専任配置

　　監理技術者 専任配置

　　その他技術者 専任配置

FAX 0594-24-1352 E-mail　keiyakum@city.kuwana.lg.jp

入札情報公開システム→発注情報検索→当該案件に回答書を掲載する。

入札参加者は入札日の開札に立ち会うことができる。（前日までに申し出を要する。）

（立会人は、入札開始５分前に本庁４階 契約監理課窓口へお越しください。）

9時20分から

底張コンクリート工（人力）　73.7 ｍ

底張コンクリート工　　　　　34.8 ｍ

日 時

主任技術者の兼務可

平成29年1月18日 (水)

採用（変動型最低制限価格）

入札保証金

契約保証金

前 払 金

部 分 払

工 事 場 所

工 事 概 要

履 行 期 限

発 注 業 種

予 定 価 格

土木工事業

桑名市長島町小島地内

建設業許可

土木一式工事

入 札 参 加
資 格 要 件
(元請要件)

桑名市役所　契約監理課

建設業法第26条に定める主任技術者

本公告の日から入札書提出期限まで

　　一般

　　その他

　

次の①又は②に該当する市内業者のみ、土木一式工事（平成18年度以降、官公庁元請

発注公告

小島地内排水路改修工事

　事後審査型条件付一般競争入札の実施について

　事後審査型条件付一般競争入札に付するので、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の６の規定により、次のとおり公
告する。

平成29年1月5日

工 事 名

土木課桑名市調達公告　第　4281-151　号

入 札 方 法

開札立会い

完成工事高

設 計 図 書
の 閲 覧

受 付 期 間

技術者要件

場 所
開 札 日 時

桑名市役所　４階入札室

期 間

「桑名市電子入札システム」を利用した入札

提 出 期 間

本公告の日から   平成29年1月10日 (火) 　16時00分まで

入札方法等

場 所

回 答 日

最低制限価格

質疑・回答

質問書は別紙様式によりFAX、メールまたは持参により提出すること。

契約金額130万円以上の場合は有り。（契約金額の4/10以内の額）

無

免除

要（契約金額の1/10以上の額。但し、契約金額500万円未満の場合は免除）

（FAX、メールにより提出する場合は、送信後に確認のため必ず電話連絡すること。）

平成29年1月12日 (木)

２,０４３,３６０ 円

質疑回答日の翌日8時30分から平成29年1月18日 (水)  8時50分まで

工事費内訳書 要　　入札金額の根拠となった内訳書(入札額と同額)を添付すること

経 審 点 数
（総合評定値Ｐ）

その他要件

所 在 地

　　　　　

(受注形態：単独））の施工実績が必要。

①経審点数649点以下で完成工事高要件を満たさない場合

②経審点数650点以上で完成工事高要件により250万円以上の工事にも参加できない場合

契約の日から 平成29年3月24日 まで

発注業種の完成工事高(２年又は３年平均)が予定価格（税抜）の２分の１以上

同 種 工 事
施 工 実 績

14



税抜

\1,892,000

\1,892,000

\1,512,000

最低制限価格算出基準価格(税抜)¥1,512,000＝最低制限価格(税抜)

■　入札の経過及び結果
　　・１者から応札があった。
　　・開札の結果、最低制限価格以上、かつ予定価格の範囲内で最も低い価格で応札した業者を落札候補者
　　　とした。
　　・入札参加資格を審査した結果、適格であったため当該業者を落札者と決定し、契約を締結した。

15



工 事 名

予 算 額 49,000,000 設 計 額 48,334,320 工　　　期
平成29年2月20日から
平成29年8月31日まで

工 事 概 要

【下水道工事】
 下水施工延長　592.7m
 下水布設総延長　583.7m
  (汚水管布設工φ150（開削工）　583.7m)
 組立マンホール設置工　6箇所
 小型マンホール設置工　6箇所
 汚水桝設置工　54箇所
 舗装復旧工　2973.3㎡

工　事　概　要　書

上下水道部 工務課

福島城下幹線高塚町枝線汚水管路施設工事（その２）
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桑名市上下水道事業管理者　水谷　義人

工事担当課

下水施工延長　　　　　　　592.7ｍ 小型マンホール設置工　　　 6　箇所

汚水管布設工（VUφ150）　 583.7ｍ 汚水桝設置工　　　　　　　54　箇所

組立マンホール設置工　　　　6　箇所 舗装復旧工　　　　　　　2973.3㎡

(消費税及び地方消費税の額を含む)

　　特定

　　市内業者 　　準市内業者 　　県内業者 　　県外業者

　市内業者 ６５０ 点以上 点以下

　準市内業者 点以上 点以下

　県内業者 点以上 点以下

　県外業者 点以上 点以下

　　現場代理人

    主任技術者 専任配置

　　監理技術者 専任配置
　　その他技術者 専任配置

FAX 0594-48-3585 E-mail　kikakusm@city.kuwana.lg.jp

10時10分から

前 払 金

部 分 払

発注業種の完成工事高(２年又は３年平均)が予定価格（税抜）の２分の１以上

日 時

契約の日から

質問書は別紙様式によりFAX、メール又は持参により提出すること。

入 札 方 法

受 付 期 間

場 所

同 種 工 事
施 工 実 績

本公告の日から入札書提出期限まで

桑名市役所多度町総合支所　上下水道部企画総務課

期 間

土木一式工事

技術者要件

　　その他
4000万円以上の下請契約を予定する場合、主任技術者に代えて監理技術者
（土木）を専任配置すること

契約保証金

開 札 日 時

最低制限価格

免除

場 所

採用（変動型最低制限価格）

発注公告

福島城下幹線高塚町枝線汚水管路施設工事（その２）

　事後審査型条件付一般競争入札の実施について

　事後審査型条件付一般競争入札に付するので、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の６の規定により、次のとおり公告
する。

平成29年1月25日

工 事 名

工務課

工 事 概 要

桑名市上下水道調達公告第 4282-062 号

質疑・回答

入札方法等

平成29年2月7日 (火)

完成工事高

経 審 点 数
（総合評定値Ｐ）

予 定 価 格

入 札 参 加
資 格 要 件
(元請要件)

平成１８年度以降、官公庁が発注した案件（受注形態：元請単独）で以下のとおり

桑名市高塚町地内

「桑名市電子入札システム」を利用した入札

工 事 場 所

設 計 図 書
の 閲 覧

質疑回答日の翌日8時30分から　平成29年2月7日 (火)  8時50分まで提 出 期 間

入札参加者は入札日の開札に立ち会うことができる。（前日までに申し出を要する。）

（立会人は、入札開始５分前に多度町総合支所２階　企画総務課窓口へお越しください。）

工事費内訳書 要　　入札金額の根拠となった内訳書(入札額と同額)を添付すること

開札立会い

桑名市役所多度町総合支所　２階201会議室

４８,３３４,３２０ 円

要（契約金額の1/10以上の額。但し、契約金額500万円未満の場合は免除）

入札情報公開システム→発注情報検索→当該案件に回答書を掲載する。

本公告の日から   平成29年1月30日 (月) 　16時00分まで

主任技術者の兼務可

回 答 日

無

平成29年2月1日 (水)

　

所 在 地

（FAX、メールにより提出する場合は、送信後に確認のため必ず電話連絡すること。）

２級土木施工管理技士(土木)又は２級建設機械施工技士以上

 平成29年3月31日 まで

建設業許可

土木一式工事

土木工事業

履 行 期 限

発 注 業 種

入札保証金

　　一般　※　4000万円以上の下請契約を予定する場合、一般不可

その他要件

契約金額130万円以上の場合は有り。（契約金額の4/10以内の額）
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■　入札の経過及び結果
　　・１３者から応札があったが、５者が最低制限価格を下回ったため失格とした。
　　・開札の結果、最低制限価格以上、かつ予定価格の範囲内で５者が同額入札のため、
　　　くじ引きにより株式会社昭栄建設を落札候補者とした。　　
　　・入札参加資格を審査した結果、適格であったため当該業者を落札者と決定し、契約を締結した。

税抜

\44,754,000

\36,813,000

\36,813,000

5者失格：最低制限価格を下回ったため
5者同額のためくじにより落札候補者を決定
最低制限価格算出基準価格(税抜)¥36,813,000＝最低制限価格(税抜)
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委託業務名

予 算 額 1,706,500 設 計 額 1,706,400 履 行 期 間
平成29年1月31日から
平成29年3月24日まで

業 務 概 要

　

場　　所：桑名市鍛冶町14番地

委託内容：ボーリング１ヶ所　延べ１４ｍ
　　　　　標準貫入試験１４回、孔内載荷試験１回
　　　　　土粒子の密度試験、土の粒度試験

委　託　概　要　書

総務部　財政課

(仮称)適応指導教室敷地地質調査業務委託
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　事後審査型条件付一般競争入札の実施について

桑名市長　伊藤　徳宇

ボーリング1ヶ所　　延べ14ｍ

標準貫入試験14回、孔内載荷試験１回

土粒子の密度試験、土の粒度試験

契約の日から 

所 在 地 　　市内 準市内　　　　  県内　　　　 　県外

現場代理人

期 間

場 所 桑名市役所　契約監理課

E-mail　 keiyakum@city.kuwana.lg.jp

入 札 方 法

委託業務費内訳書

提 出 期 間

日 時

場 所 桑名市役所 ４階入札室

採用（変動型最低制限価格）

建設部門（土質及び基礎）

地質調査技士

技術士

契 約 保 証 金

登 録 内 容

入 札 参 加
資 格 要 件

最低制限価格

受 付 期 間

ＲＣＣＭ

応用理学部門（地質）

(消費税及び地方消費税の額を含む)

履 行 期 限 平成29年3月24日 まで

予 定 価 格

応用理学部門（地質）

委 託 業 務 名

入 札 保 証 金

総合技術監理部門（建設－土質及び基礎）または（応用理学－地質）主任技術者
右記のうちいずれか

技術管理者
建設部門（土質及び基礎）

本公告の日から入札書提出期限まで

本公告の日から   平成29年1月10日 (火) 　16時00分まで

質疑回答日の翌日8時30分から　平成29年1月18日 (水)  8時50分まで

業 務 概 要

発 注 業 種

平成29年1月18日 (水)

免除

要（契約金額の1/10以上の額。但し、契約金額500万円未満の場合は免除）

開札立会い

応用理学部門（地質）

地質調査業者登録規程による登録業者

建設部門（土質及び基礎）

質 疑 ・ 回 答

地質調査

前 払 金

入札参加者は入札日の開札に立ち会うことができる。（前日までに申し出を要する。）

技術者要件

設 計 図 書
等 の 閲 覧

「桑名市電子入札システム」を利用した入札

入札情報公開システム→発注情報検索→当該案件に回答書を掲載する。

要　　入札金額の根拠となった内訳書(入札額と同額)を添付すること。

（FAX、メールにより提出する場合は、送信後に確認のため必ず電話連絡すること。）

(仮称)適応指導教室敷地地質調査業務委託

回 答 日

契約金額130万円以上の場合は有り。（契約金額の3/10以内の額）

（立会人は、入札開始５分前に本庁４階 契約監理課窓口へお越しください。）

平成29年1月12日 (木)

質問書は別紙様式によりFAX、メールまたは持参により提出すること。

発注公告

　事後審査型条件付一般競争入札に付するので、地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167条の６の規定により、
次のとおり公告する。

平成29年1月5日

建築住宅課桑名市調達公告第4281-154号

１,７０６,４００ 円

桑名市鍛冶町１４番地地内

委託業務担当課

委託業務場所

※主任技術者と現場代理人の兼任可

開 札 日 時
9時50分から

入 札 方 法 等
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税抜

\1,580,000

\1,215,000

\1,212,000

6者失格：最低制限価格を下回ったため
最低制限価格算出基準価格(税抜)¥1,166,000
最低制限価格(税抜)\1,212,000
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■　入札の経過及び結果
　　・17者から応札があったが、6者が最低制限価格を下回ったため失格とした。
　　・開札の結果、最低制限価格以上、かつ予定価格の範囲内で最も低い価格で応札した業者を落札候補者
　　　とした。
　　・入札参加資格を審査した結果、適格であったため当該業者を落札者と決定し、契約を締結した。

税抜

\1,580,000

\1,215,000

\1,212,000

6者失格：最低制限価格を下回ったため
最低制限価格算出基準価格(税抜)¥1,166,000
最低制限価格(税抜)\1,212,000
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No No

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

最　低　制　限　価　格　算　出　根　拠　表

　公　告　番　号 4281-154

工事（委託）名 （仮称）適応指導教室敷地地質調査業務委託

予定価格（税抜）（A） 1,580,000円 基準価格（税抜） 1,166,000円

基準価格以上、予定
価格以下の入札者数

16者
最低制限価格

算出対象入札者数
10者

算出対象者の
合計入札金額

12,125,000円
最低制限価格率
（B）／（Ａ）　（％）

76.70%

算出対象者の
平均入札金額

1,212,500円 最低制限価格（税抜）（Ｂ） 1,212,000円

　コ　メ　ン　ト

最低制限価格算出対象入札者の平均入札金額（千円未満切捨て）を最低制限価格とする

１２，１２５，０００円　／　１０者 　＝　１，２１２，５００円

入 札 金 額（円）
基準価格以上
予定価格以下

算出対象 入 札 金 額（円）
基準価格以上
予定価格以下

算出対象

1,159,000

1,177,000 ○ ○

1,190,000 ○ ○

1,190,000 ○ ○

1,192,000 ○ ○

1,200,000 ○ ○

1,215,000 ○ ○

1,230,000 ○ ○

1,232,000 ○ ○

1,239,000 ○ ○

1,260,000 ○ ○

1,262,000 ○

1,278,000 ○

1,285,000 ○

1,304,000 ○

1,400,000 ○

1,580,000 ○
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